
[ 歳  入 ] [ 歳  出 ]   （ 単 位 ： 千 円 ）

01 国民健康保険税  01 総　　　務　　　費
 医 療  一般管理給与費
 支 援  一般事務費
 介 護  国保事務電算処理委託事業
 医 療 計
 支 援  国民健康保険団体連合会負担金
 介 護 計
 医 療  賦課事業
 支 援  徴収事業(収納課)
 介 護 計
 医 療  国保運営協議会費
 支 援  趣旨普及費
 介 護 計

02 国　庫　支　出　金  02 保　険　給　付　費
 災害臨時特例補助金  療養給付費  一 般 被 保 険 者

03 県 　支 　出　 金  退 職 被 保 険 者
 療養費  一 般 被 保 険 者

 退 職 被 保 険 者
04 財　 産 　収　 入  審査支払手数料

 国保財政調整基金積立金利子  高額療養費  一 般 被 保 険 者
05 繰　  　入　 　 金  退 職 被 保 険 者

 保険税軽減  高額介護合算  一 般 被 保 険 者
 保険者支援  療養費  退 職 被 保 険 者

 職員給与費等
 助産費等 計
 財政安定化支援事業  出産育児一時金
 その他一般会計繰入金  出産育児一時金支払手数料

06 繰　  　越　　  金  葬祭費
 前年度繰越金 計

07 諸　　  収  　　入  03 国保事業費納付金
   一 般 被 保 険 者  一 般 被 保 険 者

  退 職 被 保 険 者  退 職 被 保 険 者
 過  料  一 般 被 保 険 者

 一般被保険者  退 職 被 保 険 者
 退職被保険者  介護納付金分
 一般被保険者  04 共同事業拠出金
 退職被保険者  その他共同事業拠出金

 05 保　　健　　事　　業

 人間ドック助成金

 健康づくりチャレンジポイント事業
 データヘルス事業
 生活習慣病重症化予防事業

計

 06 国保財政調整基金積立金

積立金利子
 07 諸　支　出　金

 一 般 被 保 険 者
 退 職 被 保 険 者

 返 還 金
 08 予　　備　　費

合　　　　　　　　　　計

平成３０年度　国民健康保険特別会計　　３月補正予算総括表　(案)

補正額 補正額

９月 １２月 ３月 ９月 １２月 ３月

1,813,419 0 0 0 1,813,419 129,122 2,904 445 0 132,471
1,167,036 1,167,036 81,851 2,634 445 84,930
414,959 414,959 8,063 270 8,333
159,209 159,209 19,101 19,101
38,596 38,596 109,015 2,904 445 0 112,364
15,051 15,051 1,269 1,269
6,982 6,982 1,269 0 0 0 1,269
5,942 5,942 7,592 7,592
2,082 2,082 4,157 4,157
1,953 1,953 11,749 0 0 0 11,749
945 945 727 727
318 318 6,362 6,362
346 346 7,089 0 0 0 7,089
1 0 0 0 1 5,496,818 0 0 296,976 5,793,794
1 1 4,676,070 233,080 4,909,150

5,521,396 0 303,976 5,825,372 27,740 27,740
 普通交付金 5,432,142 303,976 5,736,118 65,223 507 65,730
 特別交付金 89,254 89,254 354 354

1 0 0 0 1 13,182 13,182
1 1 650,891 63,389 714,280

504,454 2,904 445 22,486 530,289 4,482 4,482
186,877 19,147 206,024 700 700
127,985 12,379 140,364 400 400
129,122 2,904 445 132,471  移送費 100 100
33,600 33,600 5,439,142 0 0 296,976 5,736,118
19,870 -2,040 17,830 50,400 50,400
7,000 -7,000 0 26 26
1 105,003 0 11,215 116,219 7,250 7,250
1 105,003 11,215 116,219 57,676 0 0 57,676

6,829 14,636 0 0 21,465 2,107,466 3,517 0 0 2,110,983
3,600 3,600 1,417,096 7,744 1,424,840
24 24 6,679 -293 6,386
1 1 501,468 -2,226 499,242

3,000 3,000 2,356 -104 2,252
200 200 179,867 -1,604 178,263
2 2 6 0 0 0 6
1 1 6 6

　過年度分療養給付費等交付金 0 14,636 14,636 95,299 0 0 -2,100 93,199
　保険課雑入 1 1  保健事業事務費 3,739 3,739

合　　　　　　　　　計 7,846,101 122,543 445 337,677 8,306,766 12,099 1,400 13,499

2,507 2,507
477 477
5,670 5,670
24,492 0 0 1,400 24,492

 特定健診・保健指導事業(健康推進課) 70,807 -3,500 67,307
8 0 0 40,474 40,482

（新規） 積立金 0 40,474 40,474
8 8

14,382 116,122 0 2,327 132,831
還 付 金 14,000 14,000
(収納課) 380 380

2 116,122 2,327 118,451
3,000 0 0 0 3,000

7,846,101 122,543 445 337,677 8,306,766

項　　　　　　　　　目 当初予算額 予　算　額 項　　　　　　　　　　目 当初予算額 予　算　額

 一 般 被 保 険 者

 現  年

 過  年

 退 職 被 保 険 者

 現  年

 過  年

 保険給付費等交付金

 保険基盤安定

  延滞金  医療分

 後期支援分

 雑  入

 第  三  者

 不当利得

報告事項１



◆ 国民健康保険税率(H30年度現行) ◆ 年齢別加入者数と住民登録者数との比較（平成３１年１月１日現在）

 　０歳～　６歳

 　７歳～１５歳  

 １６歳～１９歳

 ２０歳～３４歳

 ３５歳～３９歳

◆ 加入状況（平成３１年１月１日現在）  ４０歳～６４歳

 ６５歳～６９歳 前期高齢者

 ７０歳～７４歳

 ７５歳以上  後期高齢者医療制度加入者

報告事項２
平　成  31　年　度　国　民　健　康　保　険　特　別　会　計　当　初　予　算　概　要　書 （案）　　　　　　　　　　　　　　　　　 

歳  入

項               　　目 H31予算  （千円） H30予算  （千円） 比較 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 医  　療 1,159,634 1,167,036 99.37 
 支  　援 409,655 414,959 98.72 区　分 医　療　分 支　援　分 介　護　分 年齢区分 国保加入者数 住民登録者数 加　入　率 備　　考

 介  　護 157,716 159,209 99.06  均 等 割 19,500 円 9,900 円 12,400 円 574 人 3,965 人 14.48 ％

 医  　療 32,796 38,596 84.97  平 等 割 16,000 円 　　　　　－ 円 　　　　　－ 円 996 5,986 16.64

 支  　援 13,265 15,051 88.13  所 得 割 6.9 ％ 2.9 ％ 2.7 ％ 501 3,069 16.32

 介  　護 5,490 6,982 78.63  資 産 割 20.0 ％ 　　　　　－ ％ 　　　　　－ ％ 1,816 11,767 15.43

 医  　療 1,384 5,942 23.29  賦課限度額 580,000 円 190,000 円 160,000 円 859 4,743 18.11

 支  　援 494 2,082 23.73 6,429 27,051 23.77

 介  　護 304 1,953 15.57 区　分 一　　般 退　職（本人） 退　職（家族） 4,015 6,039 66.48

 医  　療 229 945 24.23 世 帯 数 11,621 世帯 4,094 5,306 77.16

 支  　援 93 318 29.25 加入者数 19,190 人 74 人 20 人

 介  　護 92 346 26.59 合　　計 19,284 67,926 28.39

国庫支出金 災 害 臨 時 特 例 補 助 金 1 1 100.00 東日本大震災の被災者が避難先で国保加入している場合に、その医療費を補助するもの。

普 通 交 付 金 5,615,122 5,432,142 103.37 市が支払う保険給付費が交付されるもの。財源は国保事業費納付金等。

特 別 交 付 金 72,232 89,254 80.93 国や県から支出される交付金等が県からまとめて交付されるもの。

財 産 収 入 1 1 100.00 本庄市国民健康保険財政調整基金の利子分。

保 険 税 軽減 分 206,752 186,877 110.64 低所得者等の軽減額（７割・５割・２割）に対して、県が３／４を補助するもの。

保 険 者 支援 分 141,597 127,985 110.64 保険税軽減対象者の税の一定割合を公費補填するもの。

職 員 給 与 費 等 134,676 129,122 104.30 国保事務に従事する職員給与等を法定繰入するもの。

助 産 費 等 28,000 33,600 83.33 出産育児一時金４２万円の２／３を法定繰入するもの。

財 政 安 定 化 支 援 事 業 17,442 19,870 87.78 低所得者や高齢者の比率、病床過剰等の保険者に対する支援として法定繰入するもの。

そ の 他 一 般 会 計 47,753 7,000 682.19 保険給付費交付金で交付されない保険給付費があった場合等の法定外繰入金。

繰 越 金 1 1 100.00 前年度繰越金。

諸 収 入 5,617 6,829 82.25 延滞金・第三者行為求償金・不当利得返還金等。

歳 入 総 額 8,050,346 7,846,101 102.60 

一    般

 現 年 度 分

 過 年 度 分

退    職

 現 年 度 分
人
間
ド
ッ
ク

助
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対
象

特
定
健
診

対
象

 過 年 度 分

県 支 出 金 保険給付費等交付金

繰 　入　 金

保険基盤安定

保 　険 　税



共同事業拠出金

歳  出

項               　　目 H31予算  （千円）H30予算  （千円） 比較 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一 般 管 理 給 与 費 88,569 81,851 108.21 国保事務に従事する職員の給与費。

一 般 事 務 費 8,354 8,063 103.61 事務的な経費等。

国保事務電算処理委託事業 18,935 19,101 99.13 国保事務に関するシステムの委託料等。

国民健康保険団体連合会負担金 1,203 1,269 94.80 国民健康保険団体連合会に対する負担金。

賦 課 事 業 7,592 7,592 100.00 国保税の賦課に関する委託料、郵送料等。

徴 収 事 業 4,177 4,157 100.48 国保税の徴収に関する委託料、郵送料等。

国民健康保険運営協議会事務費 726 727 99.86 運営協議会委員の報酬、費用弁償、国保協議会への負担金等。

趣 旨 普 及 費 6,308 6,362 99.15 国保制度の普及・啓発のためのパンフレットの購入、保険証の郵送料等。

一 般 被 保 険 者 4,814,422 4,676,070 102.96 

退 職 被 保 険 者 24,729 27,740 89.15 

一 般 被 保 険 者 68,040 65,223 104.32 

退 職 被 保 険 者 516 354 145.76 

審 査 支 払 手 数 料 12,711 13,182 96.43 レセプトの審査支払手数料及び電算処理システム手数料。

一 般 被 保 険 者 689,479 650,891 105.93 

退 職 被 保 険 者 4,225 4,482 94.27 

高額介護合算一 般 被 保 険 者 700 700 100.00 

療 養 費退 職 被 保 険 者 200 400 50.00 

移 送 費 100 100 100.00 医療の一環としての転院等により、搬送車や移送車等の利用が必要とされた場合に給付。

出 産 育 児 一 時 金 42,000 50,400 83.33 １児につき４０万４千円（産科医料補償制度加入の医療機関等は４２万円）を給付。

出産育児一時金支払手数料 22 26 84.62 直接払い制度における支払手数料。1件２１０円。

葬 祭 費 6,750 7,250 93.10 被保険者が死亡したとき、葬祭を行った者に５万円を給付。

一 般 被 保 険 者 1,473,398 1,417,096 103.97 

退 職 被 保 険 者 549 6,679 8.22 

一 般 被 保 険 者 509,407 501,468 101.58 

退 職 被 保 険 者 202 2,356 8.57 

介 護 納 付 金 分 157,063 179,867 87.32 

そ の 他 共 同 事 業 拠 出 金 6 6 100.00 退職者医療共同事業分。

特 定 健 診 ・ 保 健 指 導 事 業 費 66,997 70,807 94.62 ４０歳以上の被保険者を対象に実施する特定健康診査・保健指導に要する費用で、多くは健診に係る委託料。

保 健 事 業 事 務 費 3,739 3,739 100.00 主に、医療費適正化の一環として実施している医療費通知（５・７・９・1１・１・３月）に要する郵送料。

人 間 ド ッ ク 助 成 金 12,099 12,099 100.00 疾病の早期発見・早期治療に資するため、35歳以上の被保険者が人間ドックを受検した場合に、２０，０００円を限度額として助成するもの。

健康づくりチャレンジポイント事業 2,943 2,507 117.39 被保険者の自主的な健康づくりをサポートし、健康寿命の延伸・医療費の抑制につなげるためのポイント制度事業。

デ ー タ ヘ ル ス 事 業 427 477 89.52 被保険者の自主的な健康づくりをサポートし、健康寿命の延伸・医療費の抑制につなげるためのデータヘルス計画に基づく受診勧奨事業。

生活習慣病重症化予防事業 6,374 5,670 112.42 生活習慣病の重症化を予防するために行う受診勧奨及び保健指導事業。

国 保 財 政 調 整 基 金 積 立 金 1 8 12.50 本庄市国民健康保険財政調整基金への積立金。

諸 支 出 金 14,383 14,382 100.01 保険税の還付金、国庫・基金等の返還金。

予 備 費 3,000 3,000 100.00 予備費。

歳 出 総 額 8,050,346 7,846,101 102.60 

一般管理費

療 養 給 付 費 被保険者に係る医療費及び調剤等（現物給付）。

療 養 費 被保険者に係る柔道整復、治療用装具等（現金給付）。

高 額 療 養 費 一定の自己負担限度額を超えた場合に、超えた額を高額療養費として給付。

世帯内で、国保・介護保険から給付を受けることにより、それぞれの自己負担額の合計が一定額を超えたときに、高額介護合算療養費として給付。

国保事業費納付金

医療分

広域化に伴い、国保の安定的な財政運営を図るために必要な費用として、市町村が埼玉県へ納付するもの。
（主に保険給付費の支払の財源となる。）後期支援分

保　 健　 事　 業

総　 　務　　 費

保 険 給 付 費


